
教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成１８年度にて

総エネルギー投入量：５０６，２０３GJ

電気 ３９８，３４８GJ（３９，９５５Mwh）

ガス ２３，４９７GJ（５０７K�）

重油 ８４，３５８GJ（２，１５８KL）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１４１，３２７�

化学物質：

PRTR対象物質取扱量 ４，０１１�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４９６，７４７�

市水 ２１，２８４�

井水 ４７５，４６３�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６４７名） 共同研究受入件数（１４３件）

大学院修了者（４７０名） 受託研究受入件数（１１９件）

修 士（３５４名） 特許出願件数（４６件）

博 士（１１６名） ライセンス・オプション契約（１４件）等

温室効果ガス等：

CO２排出量 ２９，１８４t

電気 ２２，１７５t

ガス １，１６２t

重油 ５，８４７t

化学物質排出量・移動量

PRTR対象物質排出量・移動量

ジクロロメタン：２７０�（大気排出）

：７９０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４９６，７４７�

１ P.36

P.37・39２

３ P.37

P.38４

５ P.41

７

８

P.41

９

６
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

1.8000�

1.7500�

1.7000�

1.6500�

1.6000�

1.5500�

1.5000

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

16年度� 17年度� 18年度�

522,870 522,873
506,203

1.6494 1.6464

1.6132

年 度
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

項 目

電
気
・
ガ
ス
・
重
油
使
用
量

電 気
（Mwh） ４１，０９５ ４０，８０３ ３９，９５５

ガ

ス

（�）

５C ５７６ ０ ０

１３A ２８６ ５３０ ５０６

プロパン １ １ １

重 油
（KL） ２，２７７ ２，３３９ ２，１５８

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

（GJ）

電 気 ４０９，７１７ ４０６，８０８ ３９８，３４８

ガ

ス

５C １０，８４９ ０ ０

１３A １３，２３８ ２４，５４５ ２３，４２６

プロパン ４９ ６５ ７１

計 ２４，１３６ ２４，６１０ ２３，４９７

重 油 ８９，０１７ ９１，４５５ ８４，３５８

合 計 ５２２，８７０ ５２２，８７３ ５０６，２０３

床面積当りエネ
ルギー消費量
（対１６年度比）

（GJ／�）

１．６４９４

（１００％）

１．６４６４

（９９．８％）

１．６１３２

（９７．８％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，０１０ ３１７，５９０ ３１３，７９０

新規稼働棟
（�）

文教２
３，６８２

坂本２他
２，１４８

（総合教育
研究棟他）

坂本１他
５７８

（熱帯医学
研究所他）

文教２他
－３，７９８

（サークル
セ ン タ ー
増・工学部
改修、同窓
会館減 他）

投入エネルギーの内訳

＊データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文
教町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成１６年度から平成１８年度の３年間の総エネルギー

投入量（下図）は、年々減少する傾向にあるといえま
す。

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １Mwh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（５C） １K� １８．８GJ

・都市ガス（１３A） １K� ４６．３GJ
・プロパンガス １K� ９８．６GJ

重油 １KL ３９．１GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

但し、都市ガス（５C）については、供給会社への問い合わせ
による値

�床面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成１８年度は建物の増築、取り壊し、改修工事など

で建物使用面積に変化がみられましたが、総エネル
ギー投入量は抑えられているため、床面積あたりのエ
ネルギー消費量（下表）も毎年減少しています。

�投入エネルギーの内訳
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160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

16年度� 17年度� 18年度�

145,980
135,028

141,327

電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

水資源投入量

水

800,000�

700,000�

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

4.00�

3.50�

3.00�

2.50�

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

16年度� 17年度� 18年度�

2.02

1.71
1.59

640,649

542,759

496,747

年 度
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２４，４５８ ２３，４７４ ２１，２８４

井水 ６１６，０１１ ５１９，２８５ ４７５，４６３

合計 ６４０，４６９ ５４２，７５９ ４９６，７４７

床面積当
たり上水
使用量
（対１６年
度比）
（�／�）

市水 ０．０８
（１００％）

０．０７
（８７．５％）

０．０７
（８７．５％）

井水 １．９４
（１００％）

１．６４
（８４．５％）

１．５２
（７８．４％）

合計 ２．０２
（１００％）

１．７１
（８４．７％）

１．５９
（７８．７％）

（参考） （�）
延べ床面積 ３１７，０１０ ３１７，５９０ ３１３，７９０

水源の内訳の推移

購入電力は減少傾向にあります。近年の建物は省エ
ネ設計がなされているうえ、ポスターによる省エネの
啓発や昼休みの節電などで電力量の増加が抑えられた
ものと思われます。また、建物新築・改修において空
調機の熱源を電気からガスへ転換していることも影響
があると思われます。

建物改修において、電気式空調機からガス式空調機
へと転換されているため、ガス供給範囲は増加してい
ますが、使用量は減少しています。この要因として平
成１８年度の暖冬の影響で、暖房稼働時間が少なくなっ
たことにより、使用量が減少したのではないかと思わ
れます。

使用量は年々減少しています。現在は中央式暖房設
備の熱源ボイラーを使用していますが、今後は設備の
老朽化に伴い個別の空調機へ更新し、重油の使用量を
低減させていく予定です。

使用量は、各年度毎に見るとほぼ横ばい傾向で推移
しています。
使用量の増減については、各年度における新規事業

や当該年度限りに発生する特殊要因的な事業など年度
期間内における事業内容及び事業規模が影響している
ものと思われます。
今後とも、両面コピー等の経費節減及び電子化を推

進することによりペーパーレス化を行い、使用量の低
減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量が年々減少している傾向にあります。この要
因としてトイレ・洗面所などに節水用水栓の取付や、
省エネ対策の啓発による節水への取組みなどが考えら
れます。

■水資源投入量の推移
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35,000�

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.11000�

0.10500�

0.10000�

0.09500�

0.09000�

0.08500�

0.08000�

0.07500

t t/m2

総排出量（t）� 排出量原単位（t/m2）�

16年度� 17年度� 18年度�

0.09537 0.09510

0.09300

30,234 30,202
29,184

CO２排出量
年 度

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

（t）

電 気 ２２，８０８ ２２，６４６ ２２，１７５

ガ

ス

５C ５９９ ０ ０

１３A ６５４ １，２１３ １，１５８

プロパン ３ ４ ４

計 １，２５６ １，２１７ １，１６２

重 油 ６，１７０ ６，３３９ ５，８４７

合 計 ３０，２３４ ３０，２０２ ２９，１８４

床面積当り
CO２排出量

（対１６年度比）
（t／�）

０．０９５３７

（１００％）

０．０９５１０

（９９．７％）

０．０９３００

（９７．５％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，０１０ ３１７，５９０ ３１３，７９０

CO２排出量内訳の推移

省エネルギー対策を講じることによって、CO２排出

量の削減に取り組んでいます。（詳細は、次章の環境

負荷の低減に向けた取り組み状況に記述していま

す。）以下は平成１６年度から平成１８年度までのCO２排

出量推移のグラフです。過去３年間でCO２排出量は減

少傾向にありますが、今後とも全学的なCO２排出量の

削減の取組みを、さらに強化する必要があると考えら

れます。

■CO２排出量の推移

※単位について

CO２排出量換算係数は、以下の通り

電気 １Kwh ０．５５５�
ガス・都市ガス（５C） １� １．０４�

・都市ガス（１３A） １� ２．２９�
・プロパンガス １� ５．８９�

重油 １� ２．７１�

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）

但し、都市ガス（５C）については、供給会社への問い合わせ
による値
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化学物質の排出量・移動量

長崎大学坂本キャンパス１、２および文教キャンパ

スは、PRTR法（化学物質排出把握管理促進法）対象

事業所に該当します。そのため、共同研究交流センター

環境安全マネージメント部門では、各キャンパスごと

にPRTR法第１種指定化学物質取扱量を調査・集計

し、一定量以上のものについては、環境中への排出量

および廃棄物等としての移動量として報告しています。

取扱量の調査は、平成１４年度から開始しており、過去

の集計結果はすべて環境安全マネージメント部門の

ホームページで公表しています（http://www.ep.

nagasaki-u.ac.jp/prtr/prtr.htm）。

平成１７年度の調査で取扱量が１トンを超えた物質は、

文教キャンパスのジクロロメタンとクロロホルムでし

たが、平成１８年度の調査では、文教キャンパスのジク

ロロメタンのみとなりました。個々の化学物質の取扱

量は年度によって大きく異なりますが、文教キャンパ

スでのジクロロメタンの取扱量は、平成１５年度から一

貫して１トンを超えています。

PRTRとは
（Pollutant Release and Transfer Register：化学
物質排出移動量届出制度）とは、有害性のある多種
多様な化学物質が、どのような発生源から、どれく
らい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含ま
れて事業所の外に運び出されたかというデータを把
握し、集計し、公表する仕組みです。
対象としてリストアップされた化学物質を製造し

たり使用したりしている事業者は、環境中に排出し
た量と、廃棄物や下水として事業所の外へ移動させ
た量とを自ら把握し、行政機関に年に１回届け出ます。
－環境省ホームページより－
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/about/about-1.html

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１
（基礎地区）

坂本キャンパス２
（病院地区）

合計 医学部
（基礎）

熱帯医学
研究所 合計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部

２ アクリルアミド ６，７７０ ４，４４０ ２，３３０ ３，１２０ ７００ ０ ２，４２０

１２ アセトニトリル １１，４５０ １１，４５０ ０ ７８６ ７８６ ０ ０

４７ エチレンジアミン
四酢酸 ３５１ ２４１ １１０ ８，７７９ ２，２３３ ０ ６，５４６

６３ キシレン ４８，０６０ ４６，０６０ ２，０００ １３７，９４６ ７４，３８０ ３１，８８６ ３１，６８０

９５ クロロホルム １２，２８７ １１，３７７ ９１０ ３，４９４ １，０００ ３３３ ２，１６１

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２２７ トルエン ２６，０３２ ２６，０３２ ０ ２，００５ ２，００５ ０ ０

２６６ フェノール ７，６０９ ６，６７９ ９３０ ２，５１２ ８１２ ７００ １，０００

２９９ ベンゼン １１２，６２４ １１２，６２４ ０ ３，９４０ ４４０ ３，５００ ０

３１０ ホルムアルデヒド ３６２，４４９ ３５８，３３９ ４，１１０ ３７，９５１ １７，７０９ １８３ ２０，０５９

政令
番号 指定化学物質名

文教キャンパス

合計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交
流センター

２ アクリルアミド １９，３４２ ６００ １８，７１５ ０ ０ ２７ ０

１２ アセトニトリル ８１２，６３１ ４１，３９５ ７０８，９９５ ４，００９ ２３，５１６ ３４，７１６ ０

４７ エチレンジアミン
四酢酸 １，０９８ ６４０ ４５０ ０ ８ ０ ０

６３ キシレン １３，６２８ ０ ２，０７６ ０ ０ １１，５５２ ０

９５ クロロホルム １，１３４，４６９ １８５，７９１ ９４１，４１１ ０ ６，０９０ ２１８ ９５９

１４５ ジクロロメタン １，５６９，０４２ ７０１，１３８ ７６５，２００ １３，５５６ ５３，１１１ ３６，０００ ３７

２２７ トルエン １５５，６２４ １３６，１０５ １４，０８６ ０ ０ ５，４３３ ０

２６６ フェノール ２，１２６ ６８５ １，４４１ ０ ０ ０ ０

２９９ ベンゼン ７２，０６８ １５，４９３ ４８，５００ ５，３８８ ０ ２，６８７ ０

３１０ ホルムアルデヒド １４，７３０ ４３５ ２，７２８ ２２ ０ １１，５４５ ０

平成１７年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）
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政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１
（基礎地区）

坂本キャンパス２
（病院地区）

合計 医学部
（基礎）

熱帯医学
研究所 合計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部

２ アクリルアミド ８，１９４ ３，３７９ ４，８１４ ２，９０３ １５０ ４００ ２，３５３

１２ アセトニトリル １０，３５８ １０，３５８ ０ ２０，１８３ ０ １９，８６９ ３１４

４７ エチレンジアミン
四酢酸 ６４９ ５３９ １１０ ６，６８４ ０ １３８ ６，５４６

６３ キシレン ３７，０５４ ３６，９７４ ８０ ９６，２１７ ３１，８１２ ３１，３６５ ３３，０４０

９５ クロロホルム ６，５６９ ５，６７１ ８９８ ４５，６４２ ２００ ４，８１１ ４０，６３１

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ １３ ０ ０ １３

２２７ トルエン １５，３１６ １５，０００ ３１６ １，３０８ ６１５ ０ ６９３

２６６ フェノール ３，６６４ ２，５０７ １，１５７ ９，９５１ １００ ２５０ ９６０１

２９９ ベンゼン ８９ １ ８８ ４，９０２ ４４０ ４，４１８ ４４

３１０ ホルムアルデヒド ９８，０３１ ９７，２４２ ７８９ ４４，９５２ １６３ ４１，０９２ ３，６９７

政令
番号 指定化学物質名

文教キャンパス

合計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交
流センター

２ アクリルアミド ７，４０４ ５００ ５，５１１ ０ １４ １，３７９ ０

１２ アセトニトリル ６６６，２４３ ４６，１１９ ５６３，４９６ ３，３８３ １４，１４４ ３９，１０１ ０

４７ エチレンジアミン
四酢酸 １，２２６ ５３５ ６７１ ０ ９ １１ ０

６３ キシレン ３４，４１０ ０ １３，１８２ ０ ０ ２１，２２８ ０

９５ クロロホルム ９３４，２５２ １０６，３０９ ８２４，２６８ ０ １，１４９ １，６３６ ８９０

１４５ ジクロロメタン １，５２６，０００ ８２９，３７７ ５９５，９０９ １４，６１９ ６２，８０５ ２３，２９０ ０

２２７ トルエン ２６８，６５１ ２１３，５７２ ５２，７１３ ０ ０ ２，３６６ ０

２６６ フェノール ２，５９１ ３１５ ２，０９８ ２ ６ １７０ ０

２９９ ベンゼン １０８，７３６ １５，０５３ ４３，５３０ ４７，４６６ ５０ ２，６３７ ０

３１０ ホルムアルデヒド ４８，８５７ ６２ ２，７４０ ３６，０１０ ０ １０，０４５ ０

平成１８年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）
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平成１７年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロ
ホルム
（�）

ジクロロ
メタン
（�）

ダイオ
キシン

（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ５７ ３２０ ０．８３

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７２０ ８２０ ０．０

平成１８年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２７０ ０．０２７

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７９０ ０．０

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

２４４
１０２
５２

４８８
２０４
１０２

文教キャンパス

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

３００
２４７
９８

６００
２９０
１９６

坂本キャンパス

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ（袋入）
可燃ゴミ（野積）

４
８．５

８
１７

スポット分

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

５５７
２４７
１５０

１，１１３
４９４
３００

合計

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

２４６
１００
５１

２１９
８０
４０

文教キャンパス

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのジクロロ
メタンおよび特別要件に該当するダイオキシン類につ
いては、排出量および移動量を調査し、その結果を長
崎県に報告しました。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄
物区分のもとに収集を行っています。
� 一般廃棄物（事業系ごみ）
・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）
・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）
・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）
（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物
・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物
・廃プラスチック・ゴム類
・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物
・感染性産業廃棄物
・薬品等
（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に
ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理
施設において処理されている。）

平成１７年度

平成１８年度
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区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

２９９
１８４
１０３

３９６
１３３
７９

坂本キャンパス

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ（袋入）
可燃ゴミ（野積）

２
４．５

４
９

スポット分

区 分 台 数 重 量（t）

可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

５５２
２８４
１５４

６２８
２１３
１１９

合計

45,000�

40,000�

35,000�

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

t

有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

16年度� 17年度� 18年度�

32,960

37,887
39,684

3,063 2,730 2,640

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １６年度 １７年度 １８年度

重 油 ７３９，８２５ ５６７，００９ ４２０，２３８

軽 油 ６，４２５ １６４，４１４ １８２，００３

単位：�

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所における一般廃棄物（事業系ごみ）の排

出実績について集計しています。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、近年、増加の一途を辿っていま

す。これは実験等の活発化も主な原因の一つと考えら

れますが、環境負荷が増大していることにもなります。

そのため、廃液量の削減は今後の検討課題と考えられ

ます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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長崎大学における吹き付けアスベスト等の
管理について

�１０施設
◇経済学部本館 ２室

◇附属図書館本館 ４室

◇工学部本館 １室

◇美術技術教室 １４室

◇記念講堂（坂本１） ２室

◇表門守衛室（片淵） ２室

◇総合体育館（文教町２） １室

◇附属幼稚園遊戯室（文教町１）１室

◇附属中学校体育館 １室

◇附属病院本館 １６室

◇長与職員宿舎No４（�期） ７戸

吹き付けアスベスト等の使用が判明した

施設

�１施設
◇長与職員宿舎No４（�期） ９戸

�２施設
◇附属病院精神科棟 階段

◇附属病院本館 ９２８室
※上記の室は「囲い込み」等により措置されて
いるため、直ちにばく露することはありませ
ん。

平成１７年度及び平成１８年度に撤去完了

対応策

病院整備中のため段階的に撤去する予定
※年２回の石綿粉塵濃度測定により、適切な維
持管理を実施中

平成１９年８月までに撤去完了

（吹き付けアスベスト撤去完了の長与職員宿舎） （室内空気中の石綿粉塵濃度測定状況）

平成１７年１１月、本学における吹き付けアスベスト等

の使用実態調査の結果、１１施設９７２室において、アス

ベストを含有する吹き付け材の使用が判明しました。

また、「労働安全衛生法施行令」及び「石綿障害予

防規則」等が平成１８年９月に一部改正（石綿の含有率

が、重量比１％を超え含有するものから０．１％を超え

含有するものに改正）されたことに伴い再調査の結果、

新たに１施設において使用が判明しました。

このため、アスベスト含有の吹き付け材使用が判明

した施設で、吹き付けアスベストが露出となっている

施設から順次撤去作業を進め、平成１８年度までに、１０

施設（４４室と７戸）７，１１６�を撤去しました。

吹き付けアスベスト等の使用施設の現状について
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平成１８年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標値 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

（一部＝�／�）

紙類（７品目） １００％ １８６，９７６� １８６，９７６� １００％ １００％

文具類（６９品目）

シャープペンシル他 １００％ １３，４２６本 １３，４２６本 １００％ １００％

丸刃式紙裁断機他 １００％ １１台 １１台 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ４０，４１４冊 ４０，４１４冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製）他 １００％ １９，１５５枚 １９，１５５枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ３１，１９９個 ３１，１９９個 １００％ １００％

機器類（１０品目） １００％ ４，３１７台 ４，３１７台 １００％ １００％

ＯＡ機器（８品目）

購入
１００％

８７６台 ８７６台
１００％ １００％

リース・レンタル（新規） ２４４台 ２４４台

リース・レンタル（継続） ２２６台 ２２６台

家電製品（１品目） １００％ ７９台 ７９台 １００％ １００％

エアコン等（２品目） １００％ ８５台 ８５台 １００％ １００％

温水器等（４品目） １００％ ４台 ４台 １００％ １００％

照明（３品目）

蛍光灯照明器具 １００％ ３３台 ３３台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ５，８２２本 ５，８２２本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １６０個 １６０個 １００％ １００％

自動車（１品目） １００％ １台 １台 １００％ １００％

消火器（１品目） １００％ １４６本 １４６本 １００％ １００％

制服・作業服（２品目） １００％ ４，５３０着 １，２４４着 ２７％ ２７％

インテリア（１品目） １００％ １５６枚 １１７枚 ７５％ ７５％

作業手袋（１品目） １００％ ３０８組 ３０８組 １００％ １００％

その他（１品目） １００％ ２６枚 ２６枚 １００％ １００％
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

平成１６年度の作品（COOL BIZ 以前）

… 省エネルギーのための取組 …

長崎大学では、以前から、節電、省エネを標語にか
かげ、以下の様な取組を継続しています。

�冷房設定温度を２８度以上へ
�部屋を空ける場合はエアコン、照明、OA機器等
の電源 OFF

�昼休み時間帯の不用な照明の消灯、OA機器等の
電源 OFF

�パソコン等のディスプレイはこまめに電源 ON－
OFF

�窓側照明器具を消灯
�廊下、階段、トイレ等の照明の間引き
�使用しない電気製品はこまめに電源 OFF

特に、教職員だけでなく、学生に対しても、省エネ
ルギーへの意識啓発のためのオリジナルポスターを、
施設部環境整備課で作成し、学内に周知させる試みを
続けています。特に、夏場の節電対策には力を注いで
おり、平成１７年度はCOOL BIZ の動きとも連動し、我
慢を強いるイメージから、地球温暖化を防止し環境を
自らが守るという意識への変化が進みつつあるといえ
ます。また、その結果は、大学内の建物面積が増加し
ているにもかかわらず、電気使用量が増加していない
というデータにも反映されています。 平成１７年度の作品（COOL BIZ 以後）
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更なる省エネ・地球温暖化ガス低減への取組

�公用車の低公害車への切り替えによる燃料費の節減
を図る。

�夏季休暇の取得による光熱水量の節減を行う。
�ノー残業デーを設定し、一斉退庁による光熱水料の
節減を行う。

�建物新築・改修に伴う電気式空調機からガス式空調
機への転換、トイレ・廊下のセンサー付き照明の設

置。

�暖房設定温度を２０度以下へ（WARM BIZ）

長崎大学の執務室での軽装期間は、長いのが特徴です。

簡易温度計付きステッカーの配布
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